

























って、チェーン運営の効率化を図っている。（5）S&QC が重視されている、の 5 つのポイントにまとめ
た。 
次に、全家便利商店の発展段階を進出期（1988～1993 年）、成長期（1994～2005 年）、成熟期（2006～













As of July 31, 2014, the number of convenience stores in Japan totaled 50,863. The corresponding year-over-year 
growth rate was 6.4%, according to the Japan Franchise Association. While the growth rate is positive, expansion 
into East Asia has presented difficulties for many Japanese chains. In taking the first step towards realizing the 
internationalization of Japanese convenience stores, this paper aims to investigate the localization process of 
Taiwan FamilyMart, with a focus on critical success factors.  
The development processes of Taiwan FamilyMart can be roughly divided into three stages: market entry 
(1988-1993), growth (1994-2005), and maturity (2006-2014). This paper examines the historical development of 
Taiwan FamilyMart through these three stages. It also discuss how Japanese FamilyMart transfers their know-how 
into the Taiwanese market, with a special focus on the five-point critical success factors. 
                                                        
1 出所に記述のないものに関しては、１．2014 年 3 月 3 日、全家便利商店の開発業務部黄建勳経理と加
盟企画課陳麗雯課長、２．2014 年 7 月 9 日、ファミリーマートの海外事業部山下純一部長、３．2008
年 8 月と 2014 年 9 月 17 日、全家便利商店の葉栄廷執行副総経理、が対象の企業インタビュー、および
社内資料によるもの。また、内容の一部は鍾（2009、pp.143-154）に参照した。 
                                                       
2014 年 5 月 20 日提出、2014 年 9 月 10 日再提出、2014 年 10 月 21 日再々提出、2014 年 12 月 12 日審査
受理。 
1 出所に記述のないものに関しては、1．2014 年 3 月 3 日、全家便利商店の開発 務部黄建勳経理と加盟
企画課陳麗雯課長、2．2014 年 7 月 9 日、ファミリーマートの海外事業部山下純一部長、3．2008 年 8
月と 2014 年 9 月 17 日、全家便利商店の葉栄廷執行副総経理、が対象の企業インタビュー、および社
内資料によるもの。また、内容の一部は鍾（2009、pp.143-154）に参照した。 
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In conclusion, the results of this study show that, despite initial barriers to knowledge transfer, Taiwan FamilyMart, 
through localization and innovation, successfully achieved the five-point critical success factors required for 
effective Japanese convenience store operation. Most notably, FamilyMart achieves market entry through 
establishing “joint venture” arrangements, whereby local partners are granted majority management, and are 
encouraged to seek innovation. This is a key success factor. 
 







ニの海外進出が活発になっている。2011 年以降、国内市場で第 1 位のセブン-イレブンは
中国事業を統括する投資会社を設置し、北京に続き、成都、上海、青島へと出店範囲を拡
大した。第 2 位のローソンはインドネシア、タイ、フィリピンの 3 カ国に進出し、中国に
おいては上海に続き、重慶、大連、北京にも新規出店した。また、第 3 位のファミリーマ











ファミリーマート（本社、東京・池袋）は 1981 年 9 月に設立し、1988 年に先駆けて台
湾に進出した。2013 年末までに環太平洋の 8 カ国に出店し、海外店舗数は 1 万 3,017 店舗
で国内の約 1.3 倍の出店であり、最も国際化が進んでいる日本のコンビニと言われてきた。
韓国からの撤退によって、2014 年 7 月末時点の海外店舗数は 5,337 店舗になり、台湾が半






                                                        
2 同じ中華圏の中国への進出においては台湾モデルが活用され、全家便利商店が橋渡し役になった
（『FamilyMart アニュアルリポート 2012』、pp.20-21）。 
3 『FamilyMart アニュアルリポート 2012』、p.34。 
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ーチャンダイジングの 3 つである。金（2001、pp.27-28 と p.33）と金（2008、p.144）は、














っている。（5）S&QC が重視されている、の 5 つである（表 1 参照）。 
本稿の構成は次の通りである。第 2 章から第 4 章では全家便利商店の発展段階を大きく
3 つの段階に分け、それぞれの段階において、日本型コンビニの特徴がどのように移転さ
れたかを明らかにする。第 1 段階は「進出期（1988～1993 年）」であり、第 2 段階は黒字
転換が実現した 1994 年からの「成長期（1994～2005 年）」である。この段階において、
店舗数と営業収入が大幅に増加し、1999 年の現地パートナー交代という経営危機を前後に、
1994 年から 1999 年までを成長前期に、2000 年から 2005 年までを成長後期に分けた。そし
て、第 3 段階は「成熟期（2006～2014 年）」であり、全家便利商店の営業利益が前年比マ
イナスに転じた 2006 年から改革後の現在に至るまでを成熟期に分類した。そして、最後の
第 5 章では、全体のまとめと今後の研究課題を述べる。 
 
                                                        
4 ファミリーマート海外業務部の恒松秀紀部長（2013 年時点）の講演資料、2012 年 10 月 19 日と 2013 年
5 月 14 日付等。 
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表1 これまでの研究と本稿との関係 
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まず外部環境について説明する。1980 年代後半の台湾の経済成長率は 1986 年が 11％、
1987 年が 10.68％、1988 年が 5.57％であり、また、1 人当たり GDP（国内総生産）は 1986
年が 4,007 ドル、1987 年が 7,558 ドル、1988 年が 6,146 ドルと高い水準の伸び率であった6。
さらに、1986 年 5 月「外国人投資条例」の改正を受けて、外資小売業の参入が本格化し、
1988 年のサービス業への就労人口が初めて工業を超えた。現地の小売市場には現地資本に
よる展開のセブン-イレブン統一超商が 1980 年に 1 号店を出店し、1988 年に 200 店以上を
出店した。ほかには、サークル K や am/pm、ニコマートなどの海外チェーン7、また、地
元資本の萊爾富（以下、Hi-Life）や統一パンなどの小売チェーンも出店を計画していた。 
ファミリーマートの進出は、国産汽車股份有限公司8（以下、国産自動車）を現地パート
                                                        
5 『FamilyMart アニュアルリポート 2013』、p.21。 
6 行政院主計総処の統計表「国民所得統計常用資料」。 
7 1988 年にサークル K と am/pm は、それぞれ現地の味全食品と豐群企業がアメリカとの契約で導入した
が、am/pm は経営不振のため 1995 年に台湾市場から撤退し、サークル K はアメリカとの契約を解除し
て、2014 年現在、“OKmart”という名称で運営している。ニコマートは 1990 年に泰山企業傘下の福客
多に買収されたが、その福客多は 2007 年に改めて全家便利商店に買収された（『経済日報』、1990 年 4
月 24 日付）。 
8 創立者の張建安氏は日本の出水潤滑油の代理商であったが、1958 年に日産自動車と裕隆自動車の技術提
携を実現させたことを契機に、裕隆自動車を代理する国産自動車という会社を設立した（『工商時報』、
1998 年 11 月 6 日付）。 
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本企業の理念をよく理解できる方、の 3 つがあった10。 
1 年の準備段階を経て、1988 年 8 月に合弁会社「全家便利商店股份有限会社」（以下、
全家便利商店）が設立された。出資比率は国産自動車が 51%、日本ファミリーマートが 40%、
伊藤忠商事が 9%である11。そして、吉野家の取締役になった潘氏は副社長に着任し、1991
年に社長として任命された12。第 1 号店である「館前店」は、1988 年 12 月に台北駅前に開








たが、その後、標準面積は 30 坪前後に変更された（付録：表 3 参照）。また、品揃えに関
しては高品質路線を掲げた。日本などから多くの海外商品を仕入れられるため、他社と差
                                                        
9 『天下雑誌』、1995 年 7 月 1 日号、pp.183-184、『経済人月刊』、2007 年 2 月号、p.155、および『商業周
刊』、1999 年 12 月 20 日号、p.110。 
10 2014 年 7 月 9 日、山下氏との企業インタビュー。 
11 マジョリティを現地企業に持たせるのは当時からの企業方針であり、「小売は地場産業なので、会社の
経営は現地の人に力を出してもらったほうがうまくいく」という考えのもとであった。また、西友グ
ループは海外での出資比率を 25％～49％にするという明示があった（同 2014 年 7 月 9 日、山下氏との
企業インタビュー。）。 




13 同店は 2008 年 1 月に閉店した（台湾経済部商業司の「子会社資本資料」による）。 


























そこで、全家便利商店は 1989 年 3 月に国産自動車（51％）、伊藤忠商事と西野商事（現・
日本アクセス）（40%）、ファミリーマート（9%）との共同出資で、合弁会社「全台物流
股份有限会社」（以下、全台物流）を設置することにした18。最初は、台湾北部に常温と
低温の 2 つの温度帯に対応する五股物流センターを設置し、1993 年 8 月に常温、低温、中
食の 3 つの温度帯に対応する台湾北部の林口物流センターへ移転した19。 
 
(3) 加盟店制度の導入 







                                                        
15 『経済日報』、1989 年 6 月 2 日付。 
16 『民生報』、1990 年 5 月 31 日、および 2014 年 9 月 17 日、葉氏との企業インタビュー。 
17 『FamilyMart アニュアルリポート 2013』、p.21。 
18 『経済日報』、1994 年 2 月 5 日付、および同 2014 年 9 月 17 日、葉氏との企業インタビュー。 
19 全台物流の公式サイト（2014 年 7 月 11 日閲覧）。 
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し、店舗数も 100 店舗を超えた。しかし、当初の「3 年以内に 200 店舗」という計画の半
分しか達成できなかった。結果として、進出してから 6 年目までに黒字転換することがで
きなかった24。投下資金は最初の 1 億元25から最終的に 7 億元に膨らみ、累積赤字は同時期
に参入したコンビニ他社よりも大きかった。 
その理由に、以下の 2 点が指摘された26。1 つ目は、初期におけるインフラ整備の重さで
ある。前述したように、全家便利商店は 1989 年に物流子会社の全台物流を設立し、物流イ
ンフラにおける資本投資を行ってきたが、全家便利商店の店舗数は設立 1 年目に 8 店舗、2





                                                        
20 『経済日報』、1990 年 12 月 6 日付。 
21 『流通世界』、1999 年 6 月号、p.47、および同 2014 年 9 月 17 日、葉氏との企業インタビュー。 
22 『経済日報』、1989 年 4 月 6 日付。 
23 『商業周刊』、1999 年 12 月 20 日号、『天下雑誌』、2004 年 1 月 1 日号、p.158、『経済日報』、1995 年 7
月 22 日付、および同 2014 年 9 月 17 日、葉氏との企業インタビュー。 
24 うち、加盟店が約半分（『経済日報』、1994 年 2 月 15 日付）。 
25 1 元約 3.5 円。 
26 『EMBA 世界経理文摘』、2005 年 2 月号、p.79、および同 2014 年 7 月 9 日、山下氏との企業インタビ
ュー。 
27 『商業周刊』、1999 年 12 月 20 日号、p.111 と、『経済日報』、1992 年 5 月 15 日付。 
28 一坪平均の家賃が 1,500 元であり、いきなり 2,500 元、3,000 元になる場合もあった（『天下雑誌』、2004
年 1 月 1 日号、pp.156-160 と、『経済日報』、1995 年 7 月 22 日付）。 
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員募集にも支障ができ、人件費も高騰し、思うように出店できなかった29。1990 年 8 月に




この段階に、全家便利商店の発展に影響を与えたマクロ的な環境要因には、1986 年 5 月
の「外国人投資条例」の改正という政治的要因や、文化的な親和性が高いという文化的要








3. 成長期（1994～2005 年） 
 
3.1 成長前期（1994～1999 年） 
1994 年の台湾の経済成長率は 7.59％であり、また、1 人当たりの GDP は 1 万 1,079 ドル
で、1988 年進出時の約 2 倍であった。コンビニ市場にはセブン-イレブン統一超商が約 800
店舗、統一パンが約 650 店舗を出店し、コンビニ全体の店舗数は 1993 年末時点で 2,384 店













1995 年 2 月に、全家便利商店は第 200 号店を台北の淡水でオープンし、7 年目にして「3
                                                        
29 『天下雑誌』、1995 年 7 月 1 日号、p.184、および同 2014 年 7 月 9 日、山下氏との企業インタビュー。 
30 『経済日報』、1994 年 11 月 30 日付。 
31 『経済日報』、1994 年 5 月 18 日付。 
32 同 2014 年 7 月 9 日、山下氏との企業インタビュー。 
33 『経済日報』、1991 年 1 月 7 日付。 
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年以内に 200 店舗」という目標を達成した。そこで、潘氏が掲げた新たな目標は「1998 年
までに 500 店舗を達成し、加盟店比率を 95％に引き上げる。さらに、全台物流の物流体制
を整えること」である34。 
次に、その一環として、同年 8 月に初めてのテレビ CM を開始し35、1999 年に日本の「複
数加盟制度」を導入した。 
1996 年、全家便利商店が株式を公開し始め36、同年 4 月に、台湾北部の中壢市に第 300
号店をオープンさせた37。さらに、1997 年 12 月に台中の「漢口店」で第 500 号店をオープ
ンし、予定より早く目標を達成することができた。それから出店ペースが加速し、1998 年
8 月に第 600 号店38、1999 年 4 月に第 700 号店、1999 年 12 月に第 800 号店を開店し39、平







店舗運営システムを開発した。さらに、1997年 10 月に Point of Sales（POS）システムを








そこで、全家便利商店は 1999 年 11 月末に、主要ベンターである華福食品と全台物流との
共同出資で中食の林口鮮食工場を設置した。工場の敷地面積は 1,000 坪であり、新竹より
北の 520 店舗が対象であった。配送頻度は 1 日 1 配から 1 日 2 配に変更された43。 
また、物流の部分では中南部への出店に対応して、1994 年 3 月に台中の転送センター
（TC）、1995 年 12 月に高雄の燕巣物流センターを新設した44。 
                                                        
34 『経済日報』、1995 年 2 月 21 日付。 
35 『経済日報』、1995 年 2 月 25 日付、および『工商時報』、1995 年 9 月 15 日付。 
36 実際に株式上場したのは 2002 年 2 月。 
37 『聯合報』、1996 年 4 月 11 日付。 
38 『経済日報』、1998 年 8 月 4 日付。 
39 『経済日報』、1999 年 4 月 1 日と 12 月 8 日付。 
40 『全家便利商店 2013 年のアニュアルリポート』、p.2、および全家便利商店の社内資料「FamilyMart 
Company Profile (2007)」、p.32。 
41 『経済日報』、1995 年 9 月 22 日と 1997 年 10 月 14 日と 11 月 25 日付。 
42 『経済日報』、1999 年 4 月 7 日付。 
43 『経済日報』、1999 年 10 月 15 日と 11 月 30 日付、および『商業周刊』、1999 年 12 月 20 日号、p.108。 








氏が日本から取り入れたものである。まず、1998 年 1 月に台北市の駐車料金を徴収する代
行業務を開始し、1999 年 7 月には台湾全域の電気代、最大手電話会社の電話代、台北市の
天然ガスと水道代などを追加した45。 
そして、この段階における努力の結果、全家便利商店の営業収入は 1997 年の 76 億元か
ら 1998 年の 101 億元になり、初めて 100 億元を突破した。ただし、ちょうどこの時期に、
全家便利商店は現地パートナーの交代という大きな経営危機に直面し、社長である潘氏を
悩ませた。 












3.2 成長後期（2000～2005 年） 
2000 年に入り、台湾の経済成長率は 5.80％、１人当たりの GDP は 1 万 4,704 ドルまで
成長してきたが、小売市場の成長率は 1999 年の 9.36％から 2001 年のマイナス 2.52%にな
った。一方、台湾は 2002 年に世界貿易機関（WTO）に加盟し、台湾政府は知識社会を目
指してサービス業を経済発展の重心にした49。コンビニ各社の店舗数はますます増加し、
2000 年の上位 5 社は、セブン-イレブン統一超商が 2,641 店舗、全家便利商店が 1,011 店舗、
Hi-Life が 712 店舗、OKmart（前サークル K）が 608 店舗、福客多が 302 店舗を出店した50。
そして、全家便利商店は 2002年 2 月 25 日に株式市場の店頭市場に上場し51、同年の営業
収入は 218 億元であり、前年比約 20％弱の成長率であった。 
この成長後期において、全家便利商店の加盟店舗数が続伸し、発展の重心を中食食品群
と S&QC の 2 つの分野の強化においた。 
 
                                                        
45 『聯合報』、1999 年 6 月 26 日付。 
46 『商業周刊』、1999 年 12 月 20 日号、p.110。 
47 『商業周刊』、1999 年 12 月 20 日号、p.110。 
48 『経済日報』、2006 年 11 月 23 日付および全家便利商店のニュースリリース、2007 年 6 月 22 日付。 
49 『時系列の産業統計からみる台湾の産業変化』、行政院主計処編著、2011 年 1 月、p.7。 
50 『2002 年台湾地区大型店舗総覧』、p.166。 
51 『工商時報』、2002 年 1 月 26 日付。 
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(1) 加盟店の推進による店舗数の続伸 
1997 年から 2003 年までの 6 年間、同社の店舗数は、加盟店制度の推進により勢いを増
し、3 年ごとに 500 店舗追加した。さらに、2003 年 6 月には台糖グループの蜜鄰便利商店
の 43 店舗を買収し52、同年 12 月に 1,500 店舗を達成した。加盟店比率は 2000 年時点に 73％






まず、2001 年の 12 月に 3,000 万元をかけて新しいハンドターミナルによる発注システ
ムを導入した。かつては店内のパソコン画面で過去の販売データや発注情報を確認する必
要があったが、導入後は手元のターミナルでこれらのデータを確認することができた。次





物流インフラの部分では、出店地域と店舗数の拡大に対応した。まず、2000 年 12 月に
台中転送センター（TC）に代わった 3 つ目の台中・烏日物流センターを設置した。資本金
は 2.2 億元であり、敷地面積は 3,000 数坪であった56。また、2003 年 12 月から 2004 年 4
月にかけて、4 つ目の物流センターを台湾北部の桃園・大渓に設置した。資本金は 3.6 億
元、敷地面積は 1 万 1,000 坪、全温度帯対応の大型総合センターである57。さらに、2004








化し、チームメンバーを最初の 5 人から 11 人に増やした。 
導入する中食商品は、「鹿港小吃」、「淡水小吃」などのご当地グルメシリーズを開発
                                                        
52 『経済日報』、2003 年 7 月 1 日付。 
53 『2002 年台湾地区大型店舗総覧』、p.165。 
54 『経済日報』、2004 年 3 月 27 日付。 
55 『工商時報』、2002 年 1 月 2 日付、および『経済日報』、2002 年 12 月 24 日付。 
56 『経済日報』、2000 年 11 月 29 日付。 
57 『経済日報』、2003 年 12 月 2 日付。 
58 『経済日報』、2004 年 5 月 28 日付。 
59 『経済日報』、2001 年 6 月 26 日付。 
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2004 年 1 月に発売した「大口飯團」66や「雙 Q 麵包」67があり、また、手作りパンシリー
ズの「Fami パン屋」は 2005 年に開始された68。 
ちなみに、全家便利商店の中食商品の供給戦略が委託生産から中食子会社を所有する戦
略に転換した理由は、①専有工場の確保、②メーカーとの共同開発、③日本の技術ノウハ
ウの導入、の 3 つがあった69。 
 
(5) S&QC の強化 
S&QC の強化に関して、この段階の特徴は、人材教育の充実によるサービスの向上であ
り、具体的には以下の 3 つの取り組みが行われた。①2002 年 8 月に、日本ファミリーマー
トの「S.S.T.（Store Staff Training）パートタイム認証制度」を導入し、3 段階に分けて認証




2004 年 11 月には台湾の代表的なビジネス誌『遠見雑誌』主催のサービスコンテストで、
コンビニ部門の優勝を獲得した。 
                                                        
60 『経済日報』、2003 年 7 月 17 日付。 
61 『経済日報』、2003 年 5 月 26 日付。 
62  屏榮実業はウナギ焼きとシューマイなどの冷凍食品を販売する会社であり、1998 年に全家便利商店に
シューマイなどを提供し始めて、2001 年には 300 数坪の全家便利商店専用工場を台湾南部に設置した
（『経済日報』、1999 年 3 月 31 日と 2001 年 1 月 2 日付）。 
63 『経済日報』、2003 年 12 月 2 日と 2004 年 1 月 6 日付。 
64 『経済日報』、2004 年 5 月 24 日付。 
65  半年で全体の 1.2%を占める月 3000 万元以上の売上高を計上した（『経済日報』、2004 年 6 月 2 日付、
および『遠見雑誌』、2005 年 1 月 1 日号（ネット版））。 
66  通常の 2 倍の大きさのおむすび（『経済日報』、2004 年 1 月 15 日付）。 
67  パン生地と中身の具の両方に噛みごたえがあるパン。 
68 『中時晩報』、2005 年 9 月 26 日付。 
69  同 2014 年 9 月 17 日、葉氏との企業インタビュー。 
70 『能力雑誌』、2005 年 1 月号、p.39。 
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さらに、電子商取引に関するサービスも新たに取り組まれた。1999 年 3 月に注文した商
品を店舗で受け取る業界初のサービスを開始し、2000 年 10 月には業界第 3 位から第 5 位
の福客多、Hi-Life、OK 便利店の 3 社と共同で「便利達康股份有限会社」を設立し、同サ
ービスを 4 社 2,750 店舗に拡大した。設立資本金は 4,000 万元であり、電子商取引のプラ
ットホームを構築した71。2005 年 4 月にはさらに子会社の「全網行銷公司」を設置し、日
本から VDC（Virtual Distribution Center）を導入した。資本金は 2,000 万元であり、全家便
利商店 85%、日本ファミリーマート 15%の出資である72。その他の新しいサービスとして













次に店舗改革についてだが、2002 年 12 月の第 1,300 号店に「第 2 代概念店」が試しに
導入された。既存店との違いは、店内の棚とレジの高さが従来よりも低く、通路は広くな
り、入り口とカウンターの照明は明るくなり、店内広告も若干の工夫が加えられた。そし




が起きるようになった。2001 年 12 月 24 日に業界第 1 位のセブン-イレブン統一超商が「国
民弁当」という 40 元の低価格弁当を発売して大ヒットした。全家便利商店はそれに対抗す
るため、2002 年 1 月 10 日に 39 元の「超値弁当」を発売した。このような低価格競争は一
時的に売上高を伸ばすことができたが、その効果は長続きしなかった76。 
もう一つの現象は大型キャンペーンの導入である。そのきっかけもセブン-イレブン統一
超商にあった。2005 年 4 月に、低迷してきた業績を上げるために、セブン-イレブン統一
超商は 77 元以上の購入でハローキティの磁石がもらえるキャンペーンを実施した。台湾で
はハローキティを好む年齢層が広く、コレクターが続出したため、同社 7 月の単月売上高
                                                        
71 『経済日報』、2000 年 11 月 29 日付。 
72 『経済日報』、2004 年 11 月 14 日付。 
73 『工商時報』、2000 年 3 月 14 日付。 
74 『EMBA 世界経理文摘』、2005 年 2 月号、p.80。 
75 『経済日報』、2003 年 10 月 29 日付、および全家便利商店の社内資料より。 
76 『工商時報』、2002 年 1 月 8 日付、および『EMBA 世界経理文摘』、2005 年 2 月号、p.84。 
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は 101 億元を記録した77。一方、コンビニ他社の業績が一斉に下落し、うち、全家便利商
店は設立 18 年目にして、6 月に初の単月マイナス成長を経験した。 
そこで、全家便利商店は 1 億元を投入し、2005 年 10 月に今までにない規模の MSN 顔表
情磁石交換キャンペーンで対抗した。その結果、10 週間のキャンペーン期間中に、4,000
























4. 成熟期（2006～2014 年現在） 
 
4.1 成熟期の革新と展開 
まず外部環境について説明する。2006 年台湾の経済成長率は 5.44％であり、1 人当たり
GDP は 1 万 6,491 ドルに成長したが、2008 年の経済成長率は 0.73％、2009 年にはマイナ
ス 1.81%の成長に転落し、2012 年にはわずか 1.48%のプラス成長率であった。一方、市場
にはコンビニだけではなく、食品スーパーや総合量販店など、各種の小売店舗が増加して、
                                                        
77 『経済日報』、2005 年 4 月 27 日付、および 2006 年 3 月 9 日付。  
78 『経済日報』、2005 年 10 月 26 日付、2006 年 3 月 12 日付、2008 年 5 月 9 日付、および『聯合報』、2006
年 1 月 3 日付。  
79 『Upaper』、2007 年 10 月 9 日付、『聯合報』、2009 年 7 月 27 日と 2010 年 8 月 18 日付、および『天下雑
誌』、2007 年 8 月 20 日、第 379 号電子版。  
80 『経済日報』、2004 年 4 月 6 日付。詳細は、鍾（2009、p.147 と p.148）を参照。 
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市場競争がますます激しくなった。2013 年末時点に、台湾の人口 2,300 万人に対して、1
万 87 店舗のコンビニがあり、うち、セブン-イレブン統一超商が 4,900 店舗、全家便利商
店が 2,895 店舗、Hi-Life が 1,293 店舗と、上位 3 社が全体に対する店舗数シェアの 90％以
上を占めた81。 
そして、全家便利商店は 2006 年に、店舗数が前年比 161 店舗増加したものの、営業収


























家便利商店は店舗数が 2,500 店舗を超えた 2010 年 12 月の時点に、全面的に「イートイン
                                                        
81 他は OKmart 870 店舗、台湾菸酒便利 110 店舗、台糖蜜鄰 19 店舗である（『流通快訊』第 781 期、2013
年 12 月 10 日号、p.34）。 
82 「全家便利商店年報（2006 年）」、p.47。 
83 『EMBA 世界経理文摘』、2005 年 2 月号、p.86。 
84 2013 年末時点の個人式委託加盟方式の割合は全体の 7％であった。オーナーは 25～30 歳の独身者が多
い。 
85 全家便利商店のニュースリリース、2006 年 12 月 15 日付。なお、台湾でセブン-イレブン統一超商が 2004
年前後、淹れたてコーヒーを最初にブランド化して発売した。 
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2007 年の淹れたてコーヒー、2010 年の焼き芋、2013 年のソフトクリームが代表的であっ
た。 
まず、2007 年 2 月に台湾の人気コーヒーブランド MR.BROWN の協力を得て、正式に淹
れたてコーヒーを一部の店舗に導入した。2009 年の 11 月にはその提携を拡大して、約半
数の 1,200 店舗に、「全家伯朗咖啡館（Let’s Café）」という淹れたてコーヒーコーナーを
設置した。それ以来、コーヒー分野の売上高は毎年 1～2 割の成長があった88。また、2007
年に契約農園との研究開発を開始し、品質管理面から物流、店舗調理・販売まで、全て全
家便利商店が手掛けて、2010 年 11 月に業界初のカウンター焼き芋を発売した。発売して
から 1 年間で 800 万本の焼き芋が販売された89。さらに、2013 年 3 月には台湾伊藤忠商事
の協力で日本のソフトクリーム総合メーカー最大手の日世と独占提携し、「Fami 霜淇淋（ソ
フトクリーム）」（1 本 30～35 台湾元）を発売した。日本のイメージを前面に出したソフ
トクリームはたちまち大ヒットになり、発売してから 2014 年 2 月までの 1 年間に 1,000 万
本が売られた。 
ほかに、2009 年に神戸屋に技術指導を要請して焼き立てパンの種類を増やしたり、2010
年に「超麺包（超パン）」というブランドを導入したりしていた90。さらに、2011 年 3 月
には冷えてもおいしい台湾産のお米をおむすびに使用し、「飯糰屋（おむすび屋）」とい
うブランドで新装発売して、おむすびの売上高は 6 割以上増加した。 
ただし、2014 年時点に、全家便利商店の新商品開発は 2 週間で 20～60 種類前後であり、
日本ファミリーマートの 1 カ月 400～500 種類と比べると、まだまだ数が少ないのが現状で
ある（付録：表 3 参照）。 
③ 中食子会社の増設 
この段階において、さらに 3 つの中食関連子会社が設置された。まず、2007 年 1 月に高雄
の燕巣から岡山へ移転させた物流センターの敷地内に、中食子会社の「晉欣食品会社」を設
置した。全家便利商店が 40％を出資した、華福食品との合弁会社である。資本金は 3.7 億元
であり、工場は 2008 年 3 月に稼働した。対応するのは台湾南部に出店した店舗である91。 
また、同年に、日本の小善本店と提携して、おむすび用の海苔を製造する「小善食品会
                                                        
86 同 2014 年 9 月 17 日、葉氏との企業インタビュー。 
87 全家便利商店のニュースリリース、2010 年 12 月 1 日付。ほかに、大学、工場団地、病院、空港、高速
道路のサービスエリアなどの約 15 カ所に「閉鎖型商圏店舗」が設置された。 
88 『経済日報』、2007 年 2 月 6 日、2009 年 11 月 3 日、2013 年 12 月 14 日付、および全家便利商店のニュ
ースリリース、2009 年 11 月 2 日付。 
89 全家便利商店のニュースリリース、2010 年 11 月 15 日と 2011 年 11 月 24 日付。 
90 全家便利商店のニュースリリース、2009 年 9 月 18 日と 2010 年 4 月 6 日付。 
91 『経済日報』、2008 年 2 月 22 日付、および華福食品の公式サイト。 
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社」を設置した。さらに、2013 年 6 月に新竹地域に「新豊鮮食工場」を設置し、1 つ目の
中食子会社と同じ全家便利商店 30％の出資で、屏榮実業との共同出資であった。2014 年末
に工場が稼働する予定である92。 






物流システムについては、台湾東部や離島への配送に対応するために、2007 年 4 月に 5









2011 年には第 3 代 POS システムを導入し始めて、2013 年に全面更新が完了した。さら
に、同年 10 月に、SAT という新しい発注システムを導入し、発注端末から店舗の仕入れ・
在庫データや棚割り画像を端末画面から確認できるようになった。このように、2011 年か
ら 2013 年までの 3 年間に、年間約 5 億元が情報システムの更新に注入され、情報システム
の構築によるチェーン運営の効率化が実現された。 
 
(5) S&QC の充実 
サービス面での充実は、2008 年に日本の「FamiPort」電子端末機を導入し、多様なサー
ビスを追加した。2009 年 12 月に業界初で台湾新幹線の切符の購入も可能になった96。また、
2008 年に「全家店到店」というサービスを取り入れた。顧客が「FamiPort」を利用して全
国各地の店舗で荷物を送付・受取できるというものである97。2013 年 10 月には国際ネット
ワークを活用して、「全家店到店」サービスを台湾と上海の 300 店舗間に拡大させた。ほ
かには、同年 10 月に中国最大のネットモールである「淘宝網」と提携したネット注文・店
                                                        
92 全家便利商店のニュースリリース、2013 年 6 月 9 日付。 
93 敷地内には併設する簡易型中食工場がある（『経済日報』、2007 年 5 月 17 日付）。 
94 全台物流の公式サイト、およびファミリーマートの社内資料より。 
95 『中国時報』、2012 年 5 月 1 日付、および全家便利商店のニュースリリース、2012 年 4 月 30 日付。 
96 『聯合報』、2009 年 1 月 23 日、『経済日報』、2008 年 11 月 28 日付、および全家便利商店の社内資料に
よる。  
97 台湾では共働き人口が多く、宅配ボックスの仕組みが普及していないことから導入された。2013 年末
時点の 1 日集荷量は 1 万 5000 件にのぼり、導入してから 5 年目には 150 倍に成長した。  
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頭受取サービスが注目されている98。 
そして、S&QC の強化の結果、全家便利商店は 2006 年 8 月に SGS という国際サービス





2007 年 4 月に離島の緑島に初出店し、さらに、2011 年 5 月に台湾最大の離島である澎
湖にも出店した。また、2007 年 11 月には法人加盟方式で現地パートナー泰山企業傘下の








年に日本ファミリーマートが PB を統一する方針を打ち出したため、同年 11 月に日本の「フ







トラン業界への事業多角化を図った。まず、2010 年 6 月に日本のステーキハウスの VOLKS




                                                        
98 『聯合報』、2013 年 10 月 17 日付、『中国時報』、2014 年 1 月 28 日付、および全家便利商店の社内資料
による。  
99 『経済日報』、2006 年 11 月 17 日付、および『全家便利商店 2010 年アニュアルリポート』、p.3。 
100 『経済日報』、2007 年 8 月 28 日付、および全家便利商店の社内資料。 
101 店舗全体が企業のキャラクターやアニメに包装された店舗。 
102 全家便利商店のニュースリリース、2011 年 5 月 19 日と 2013 年 8 月 2 日付、および 2014 年 9 月の現地
調査。 
103 筆者が 2014 年 3 月に現地調査を実施した際に、店頭には日本から直輸入した「ファミリーマートコレ
クション」の特設コーナーが設けられ、1 つ 59 元（約 200 円、日本は 108 円）だった「えんどう豆ス
ナック」や「しょうゆ揚げせん」などのスナック類は、キャンペーン価格の 2 つ 99 元（約 335 円）で
売られた。それでも日本よりは高い値段設定であった。 
104 全家便利商店のニュースリリース、2011 年 6 月 28 日と 2012 年 9 月 26 日付。 
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4.2 小括 
2013 年は全家便利商店の設立 25 周年であり、店舗数は 2,903 店舗になった。また、営
業収入は 537.54 億元、税抜利益は 10.95 億元であり、それぞれ前年比 7.47％と 24.28％の























                                                        
105 「全家便利商店 2013 年年報」、2014 年 4 月 30 日発行の p.1 と p.41、および全家便利商店のニュースリ
リース、2014 年 6 月 20 日付。 
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がら克服し、台湾における発展を成し遂げたのである（表 2 参照）。 
表2 各段階における日本型コンビニの移転状況 
 進出期 成長前期 成長後期 成熟期 













































台中 TC、高雄 DC 
出版物の物流子会社 
台中 DC、桃園 DC 
 
花蓮 DC、雲林 DC、











































 本研究は JSPS 科研費 26380563 の助成を受けたものです。 
付録：表3 全家便利商店の特徴（日本との比較を通じて） 
 日本 台湾 
参入方法 － 合弁企業 
参入時期 － 1988 年 
ターゲット顧客 30 歳代中心、プラス 50～65 歳の世代、15 歳までの子供、女性 
20～40 歳代の男性、今後は女性も
目標にする 




は 150 ㎡ 
・イートインコーナー設置型店舗の








ある （2013 年 3 月末時点） 
・取扱品目数：3,566 品目 
・主力商品：中食重視 

































プ リ 、 動 画 を 発 信 す る Fami 












・2,903 店のうち、直営店が 305 店
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情報システム 
・2006 年から第 3 代店舗システ
ム（2014 年に 300 億円をかけて
第 4 代店舗システムを導入する
予定） 






・1 人 7～8 店舗 
・スーパーバイザー（400 名） 















菓子・日用品は 3 回） 
・冷凍商品は週 2 回 










・2 週間で 20～60 種類の新商品を
発売 
 
（注１）沖縄 FM、南九州 FM、北海道 FM、JR 九州リテールを除いた店舗。 
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（中国語） 
潘進丁・王家英（2006）『当巷口柑仔店変 Wal-Mart』、天下遠見出版。 
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